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　5 月に日用品の小売業者であるＳは、一定量のココアをＢに売り、９ 月 １
日までに配達するという契約をする。６ 月中旬にＳはＢにココアを引き渡し
23）　Phillipe, The Draft Common Frame of Reference: national and comparative per-



















































































































































































































































指令（CRD１8 条 ２ 項）に依拠するものである。これらの法制は、不適合履行
の場合に追完が優先するシステムを採用しており、その意味では、法的救済と
しての履行請求権が変容した追完請求権を優先するものである。
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（1）不適合を理由とする消費者による契約の解消（Ⅳ. Ａ.-4:201）29）
　消費者売買契約においては、不適合の場合に買主は不適合が軽微であるとき





































　いずれにせよ、法的救済としての履行請求権（４６ 条 １ 項）、追完請求権（４６
条 ２ 項・3 項）の規定を備えており、まずは、４６ 条 31）が争われた裁判例からみ
ていく。



























てから合理的な期間内に通知をすることが必要で、１９９7 年秋から １９９8 年 5 月
までの期間は合理的でないとされた。
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【判決】デルタカバーに関しては、売主が ４６ 条 ２ 項・3 項に従い、デルタシー
ルの交換をしており、契約違反はないとされた。トランジットカバーに関して
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ることはできない（４９ 条）。売主は ４６ 条 3 項に従って、修補をしており、４8
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４６ 条 ２ 項に基づく代替品給付請求をすることができるとされた。そして、代
替品給付がなされるまでは買主は自己の債務の履行を停止することができる
（7１ 条）とされる。結論として、４６ 条 ２ 項・7１ 条に違反するとし、高裁に差
し戻された。
⑪　1９９8 年 1 月 2９ 日　フランス（Cour d’Appel de Versailles,12ème chambre 1ère 
section）42）
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行に対して責任はない（7９ 条 ２ 項）からだとされた。また、買主には代金減
額権も認められないとされた。理由は、売主が追完をするときまたは買主が売
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６　売主の追完権と買主の解除権
　ウィーン国連売買条約（CISG）では、買主に ４６ 条 １ 項で履行請求権、２ 項
で代替品給付（追完）請求権、3 項で修補（追完）請求権が認められている。
また重大な契約違反（不履行）等一定の要件を充たす場合には、契約解除権が
認められている（４９ 条）47）。これに対して、売主には ４8 条で追完権が認められ
ている。そこでこれらの関係、特に売主の追完権と買主の解除権をめぐって争
われるケースも多い。以下、これに関する裁判例をみておく。






























付加期間（１４ 日間）を定めたにすぎない。これは ４8 条に定められた追完権を
買主が売主から奪ったことになる。したがって、買主は ４９ 条（２）（ｂ）（ⅱ）・
（ⅲ）に従って契約を解除することはできないとされた。













結果は、解除権は売主の追完権に優先するとの ４8 条 １ 項に従った表現に反す
るものではない。というのは、重大な契約違反のケースでのみこの優先が機能
49）　Oberlandesgericht Koblenz （Germany）, 31.01.1997, 2 U 31/96.















請求権である。改正法では、第 ４１２ 条の ２ 第 １ 項において「債務の履行が契約
その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして不能であるときは、
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「債権法改正案における瑕疵担保と債務不履行」法律時報 87 巻 8 号（2015 年）93
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（売買）の裁判例の検討から」法律時報 87 巻 1 号（2015 年 93 頁以下、田畑嘉洋「ド
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度について」産大法学 48 巻 3・4 号（2015 年）161 頁以下、青野博之「追完費用が
過分である場合における注文者及び買主の損害賠償請求－ドイツ請負法及び売買法


























51）　最判昭和 25 年 10 月 26 日民集 4 巻 10 号 497 頁。
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都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 57
の状況に即応した法制であり 59）、統一法秩序でみられるような履行請求権（追
完請求権）の優先の原則が採用されたといえるのではないかと考える。
59）　石崎・前掲注 50『新民法典成立への扉』280 頁。
